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研究成果の概要（和文）：本研究では、近代日本の経済発展が、欧米からの移殖型機械制大工場

と並行して、業主およびその家族の労働供給に強く依拠する、数多くの小規模経営体の新たな

展開を含むものであったこと、それは「在来的経済発展」パターンとして概念化されるべきも

のであることを明らかにした。そして「在来的経済発展」の存在は、近代日本の経済発展の複

層性を示すものであると共に、「近代」部門の展開にも影響を与え、近代日本社会の特質の形成

に大きく関与している可能性があることを、女性労働の位置づけなどの領域に即して展望した。 

 
研究成果の概要（英文）：This study revealed that besides the centralized factory system, the 

dispersed production system based on the household economy including a certain level of 

skill formation played a significant role in Japan’s economic development. The 

export-oriented “miscellaneous” industries, particularly toy industry, exemplified the 

argument. We defined this type of development as “indigenous development” and suggested 

that the existence of this type of development might influence even on the modern sector 

through the particular labour supply behaviour based on the household strategy inclined to 

allocate its women’s work to the labour demand from family business as well as housework 

within the household. 
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１．研究開始当初の背景 

筆者は、近代日本の経済発展過程には、必
ずしも工場制をとらない産業の発展が量的
には大きな比重をもっていること、その基盤
には、業主と家族労働に担われた「小経営」

を基盤とする生産組織があったことを、農村
織物業、および都市小工業のケース・スタデ
ィの中で明らかにしてきた。こうした産業発
展の特徴を、筆者は「在来的経済発展」の語
で総括的に表現しており、この用語は、たと
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えば斎藤修『比較経済発展論（岩波書店、2008

年）において言及されなど、近年の社会経済
史研究において、一定の認知を得ている。 

一方、近年のグローバル・ヒストリーの領域
では、日本、ないしは東アジアの経済発展を
固有の発展経路として描きだそうとする試
みが新たに活性化し、日本でも斎藤修（2005）
「前近代経済成長の２つのパターン―徳川
日本の歴史的位置」（『社会経済史学』70-5、
2005年）や、杉原薫の「労働集約型工業化」
論が提出されてる（”The East Asian path of 

economic development: A long-term 

perspective” in Arrigi, Giovanni, 

T.Hamashita and M.Selden eds. The 
Resurgence of East Asia, Routledge, 2003）。 
 

 

２．研究の目的 

この「労働集約型工業化」論は、近代以降
の経済発展にもパースペクティブを拡げた
点で、本格的な経済発展の類型論といいうる
ものである。ただし、そこで提示されている
工業化と小農社会を繋ぐ具体的な環は、小農
社会の「遺産」としての「豊富で比較的質の
高い労働力の存在」にほぼ尽きており、いわ
ば、「小農社会」と工業化との相関関係の指
摘にとどまっている。これに対して筆者の
「在来的経済発展」論は、農村工業史および
都市小工業史のケース・スタディに立脚して
おり、歴史具体的な内実を備えた類型的把握
への接近のベースとなりうるものといえる。
本研究の目的は、「在来的経済発展」論から
日本の経済発展の類型的な特質を展望し、さ
らに経済発展の類型的特質をめぐる諸研究
に対しても、一定の貢献を行うことである。 

 

 

３．研究の方法 

一つは、「在来的経済発展」を担う産業の発
展構造の論理を、個別産業史をこえて総括的
に示すことである。その方法として、幕末開
港から第二次世界大戦を経て高度経済成長
に至る時期の輸出貿易、特に最終消費財輸出
の発展構造の検討を行う。いわゆる「雑貨貿
易」から始まり、戦後の軽機械に至るまで、
最終消費財は近代日本の輸出貿易の重要な
部分を占め続けていたが、それらの産業の生
産組織の多くには、「在来的経済発展」の担
い手との共通面が色濃く観察される。他方、
輸出産業は国際競争に直接さらされており、
その盛衰には産業発展の論理がストレート
に反映していると考えられる。こうした輸出
向消費財産業の特徴は以前からも注目され
ており、たとえば竹内常善は戦前期のブラシ、
メリヤス、貝ボタン、自転車の４つのケース
の検討から、それらを「労働集約的部門」と
特徴付ける議論を提起した。本研究では、玩

具など新興の輸出向消費財を対象とし、また
戦後高度成長期にまで視野を広げることで、
産業発展の基盤が、「労働集約性」から「ス
キル集約性」への変化をもともなっていたこ
とを明らかにする。そうした「スキル」の形
成・再生産を促す構造を備えていたことが、
「在来的経済発展」パターンが長期にわたっ
て日本の経済発展に組み込まれた要因であ
ったことを示したい。 

 もう一つは、家族労動を基軸とする「小経
営」における労動配分の特徴を、生産労動だ
けではなく、再生産労働の分野にまで視野を
拡大して検討することである。その際、キー
となるのが女性労動であり、近年のジェンダ
ー論の視角を踏まえつつ、家事労動を明示的
に含んだ女性労動の世帯内配分の問題を考
察する。 

 第 3の方法は、工場・大規模経営の世界が、
量的にも経済発展の中枢部分を占めていく
時代を考察する際の視点である。新たに形
成・拡大する工場・大規模経営のあり方に、
それまでの「在来的経済発展」が何らかの影
響を及ぼしているとすれば、「在来的経済発
展」は、戦後日本経済においても、その類型
的特質の形成に大きく寄与していたことに
なろう。本研究では、そうした可能性を、い
わゆる「日本的雇用慣行」の形成と「在来的
経済発展」との関連を検討する中で探ってい
きたい。本研究では、戦間期労働市場におけ
るいわゆる「二重構造」形成過程の分析に、
1920－50年代の個別経営における労務関係
資料の検討を組み合わせることで、この仮説
的見通しの検証を行うことも試みる。 

 

 
４．研究成果 
上記の第 1 点については、玩具産業につい
て、アメリカ、イギリスおよびドイツの統計
データの収集を基盤に、国際玩具市場の展開
過程とそこでの競争構造の変化について検
討を行った。その作業によって、これまで進
めてきた戦間期日本を対象とした玩具史研
究を、グローバルな経済史の中に位置づける
ことができた（雑誌論文①）。1930 年代の日
本の玩具生産の発展は、ドイツの退潮と英米
の生産増大の中で起こっていたこと、その競
争力の源泉は、円為替下落などの環境要因と
ともに製品玩具の質的向上があったことが
明らかとなり、それは小経営におけるスキル
形成機能に拠っていた可能性が示唆された。
この論点からは、英米およびドイツ玩具工業
との本格的な比較研究の必要性が浮かび上
がってくる。すでに英米独において一定の資
料収集は進んでいるが、加えて欧米史の専門
家と交流も始め、本格的な共同比較史研究へ
向けての取り組みを模索している。また東京
の戦間期における社会関係の形成に、都市小



 

 

経営がどのように関わったのかという問題
についても、国勢調査等の住民データの分析
をまとめた論稿も作成した（近刊予定）。同
稿では戦間期の東京は、他の都市と比べても
職住一体の世帯の割合が顕著に高いこと、そ
れが固有の大都市型の社会関係の形成の基
盤となっていた可能性を示唆している。 
上記第 2 の方法については、家事労働と消
費行動の関係を分析し、日本の世帯において
消費の増大が家事労働時間の増大に帰結す
ることを、定量分析によって示した。このこ
とは、日本の世帯において、消費水準の上昇
は家事労働と代替ではなく補完の関係にあ
ったこと、すなわち、消費行動に関しても労
働集約的な性格を備えていることを意味し
ていると考えられる。それは、消費拡大のた
めに家事労働を切り詰める（所得獲得労動へ
振り向ける）とされるヨーロッパのパターン
（ド・フリースの議論など）とは異なってい
た可能性が強い（図書③）。さらに、この論
点を含め、近現代日本の女性労働と小経営の
関系を包括的に論じた論稿も得た（雑誌論文
②）。これらの内容は内外の学会でも報告さ
れ、家事労働と消費に関する本格的な経済史
研究の端緒として一定の反響を呼んでいる。  
第 3 の方法に関しては、ヤマサ醤油工場の
労務データのデータベース化が完了し、
1920-1950 年代の系統的な分析の準備が整っ
た。特に 1950 年台後半の、従業者 1000 人弱
に関する賃金と属性に関する個票データベ
ースは、これまで専ら対象となってきた重工
業大経営以外の経営に関する体系的なデー
タセットである。年功賃金、長期雇用といっ
た「日本的労務管理」の形成について、技能
形成の観点から長期勤続を説く通説的な議
論に対して、異なるイメージの提出が期待さ
れるところである。 
 なお、以上の個々の分析結果を総括するた
めに、分散型生産組織に関するサーベイ論文
（図書②、④）を執筆し、方法論的な整理作
業も行った。又並行して個々の分析を包括す
る方向性をもつ論稿（図書①、⑤、⑥と雑誌
論文③）も積み重ねている。これらを包含し、
一書にまとめる計画が出版社との間で進行
中であることを、最後に付記しておく。 
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